
4 総事業費 千円

事務事業評価＆総合計画実施計画調査シート 事業種別 継続 単独 事業類型 Ⅰ ソフト事業 ２次評価対象分

コード 名               称 区分 コード 名            称 事業実績

事業名 954 生涯学習推進啓発事業
会計 01 一般会計

活動指標 単位
実績値 目標値

款 10 教育費 H17 H18 H19 H20

基　本
施　策

33 だれもが生きがいを持てる機会をつくる
項 05 社会教育費

家庭教育講演会回数 回
目標 ― 目標 1

1
目 01 社会教育総務費 実績 1 実績 1

施　策 3 地域学習活動の促進
細目 102 生涯学習推進事業 目標 ― 目標

細々目 01 生涯学習推進啓発事業 実績 実績

基本計画該当頁 134 行革大綱の重点事項番号 3 目標 ― 目標

担当部課
コード ５５５０００ 評価者

氏　名
藤岡雅之 連絡先

45 - 9116 実績 実績

名称 教育委員会伊賀分室 (内線) 330

評価指標

事業の計画・内容
事業の成果を測る指標 指標設定の考え方 単位

実績値 目標値

事
業
目
的

対象等（何を、誰を） 成果（どうなるのか） H17 H18 H19 H20

地域のPTA、教職員、保育士、保育園児保護者等子供から
大人までの市民

生涯学習として現段階においての関心が高い内容を取り入れ、家
庭教育講演会を実施することにより、、家庭教育に関する知識を
得ることが出来る。

講演受講者数 参加者数 人
目標 目標 100

120
実績 92 実績 185
目標 目標

実績 実績

（※対象件数 ）
根拠法令・要綱等 伊賀市教育委員会関係補助金交付要綱

開始年度 平成 年度
関連事業

評価

本
年
度
事
業
内
容

終了
家庭教育講演会１０月２６日実施　　２１０名参加
演題　　愛されて育った子は親を忘れない
会場使用料　　ふるさと会館いがホール

年度年度 平成

状
況
変
化
等

青少年健全育成事業と協働することにより、幅広い参加が
得られ、講師の選択も広がる。 必要性

評価項目

4

ポイント 評価項目についてのコメント
児童数が減少する傾向にあるが、取り巻く環境は複雑化し、各地域での活動、指導者、保護者等の知識、素材、機会の提
供として引き続き必要な事業である。

有効性 3
知識を得た人が増えており、有効性は概ね高いと判断する。

達成度 4
１８年度は、受講者が大幅に増加した。このことは講師の選定による要因が大きいと分析できる。計画どおり実施できた。

効率性 3
近隣分室地域との共催や、分室巡回型の開催も考えられ、今後の予算形態と開催形態に検討の余地がある。その検討が
経費削減につながる。

整

1

備内容

建設用地

運営体制

1 運営主体

　委託先
2 建設面積（延床面積）

3 規模・構造

2 配置（予定）人員 人

A

総合評価

変更

事業の方向性

年１回程度の開催では不足な面もある。今後も保育所、小学校及び保護者、地域指導者と連携し、より多くの参加が得られる取り組み
を展開。　　本庁企画で、各分室地域巡回開催の形態も検討。よって、１９年度で終了し、２０年度から本庁所管予算で計上し計画実施
する。

改善についての取り組み

3
4
年間運営費
市内の類似施設

千円

進
　
捗
　
状
　
況

年度

事
業
内
容

平成１７
事 業 内 容

年度
数量

 決算内容
金  額 事 業 内 容

平成１８
数量
年度 決算

金  額
内容

事 業 内 容
平成１９

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２０

数量
年度 計画

金  額
内容

事 業 内 容
平成２１

数量
年度 計画

金  額
内容 平成２２

事 業 内 容 数量
年度 計画

金  額
内容

委託
　

単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円) 　
単位

(千円)
単位

(千円)
生涯学習推進啓発事業 382 報償費 40 報償費 100 報償費 0 0 0

需用費 60 需用費 41 需用費 0

工事

使用料及び賃借料 41 使用料及び賃借料 84 使用料及び賃借料 0
負担金補助及び交付金 227

進捗率
(％)

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　
事業費計(A) 　 Σ 382 事業費計(A) 　 Σ 368 事業費計(A) 　 Σ 225 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0 事業費計(A) 　 Σ 0

事業投入人員 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600 人件費（Ｂ） 0.5 人 3,600

フルコスト　（Ａ）＋（Ｂ） 3,982 3,968 3,825 3,600 3,600 3,600

事業費（人件費除く）の財源内訳
（Ａ） 事      業      費 382 368 225 0 0 0

Ａ
の
財
源
内
訳

国庫支出金
県 支 出 金
地   方   債
受益者負担
そ   の   他
一 般 財 源 382 368 225 0 0 0
計 382 368 225 0 0 0

備
考

その他特定財源の名称・補助基本額・
率
地方債の区分と充当率等

直営 指定管理 民間委託等直営 指定管理 民間委託等
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